
別紙１

主要施策
（節）

施策
（項）

款

目

細事項

 １　事務事業の位置付け（Ｐｌａｎ）

加入率

最終目標値

指標名

30%

事業開始年度

手段
（市がどの
ような活動
をするか）

交通災害共済へ加入のため、納付書発
行から加入促進及び災害見舞金の請求
事務手続きを行う。

指標名

平成１６年度

活動指標
（市として何を行

うか？）

申請に対する給付実績

最終年度 平成２６年度

会計 一般会計 総務費

総務管理費

交通安全・防犯対策の推進

　事業の概要

予算科目
等

事項 交通災害共済事業費

項

≪平成２４年度薩摩川内市事務事業評価表≫ 

事務事業名 交通災害共済事業 担当者 細山田　忠

事業の根拠
（根拠法令）

市民相談交通防犯費

所管部課名 市民福祉部　市民課

事業の種類

誰もが安心して快適に暮らせるまち
づくり

防災・生活安全対策の充実
総合計画上の

位置づけ
施策の

基本方針
政策
（章）

鹿児島県市町村総合事務組合が共同処理する交通災害共済への加入手続き（２月納付書発行）、収納送金、加入促進、災害見舞
金請求手続きを行う。
　　　　（交通災害共済……交通事故の災害の程度により災害見舞金を支払う制度）

　２　事務事業の実施　（Ｄｏ）

事
業
の
内
容

対象
（誰を，何を
対象とする
事業か）

加入対象…全市民
救済対象…共済加入者

ソフト事業 建設・整備事業 施設管理 内部管理

15,332 15,500 15,500

6
15,326 15,500 15,500

0.10 0.10 0.10

0.10 0.10 0.10

加入者/加入率
31,535人/31.32%

加入率
30％

加入率
30％

給付実績/件数
10,050千円/106件

100％
100% 100%

15,332 15,500 15,500

15,326 15,500 15,500

6 0 0

15,595

その他

3
需用費 7 6

千円

事務事業費

旅費

負担金・補助金 14,417 15,586

14,424

活動指標の推移

0.10

人
嘱託員

臨時職員等

職員

加入者/加入率
　30,531人/30.63%

加入率
30％

0.10

最終目標値 100%

最終年度 平成２６年度

千円

項目 単位
平成２２年度

決算

0.10 0.10

要員配置状況

給付実績/件数
10,790千円/121件

100％
100%

※毎年度、事務組合から市へ当事業に伴う事務費並びに加入促進費として、約１５０万円の歳入がある。

14,424 15,595

国・県支出金

平成２５年度
見込み

平成２６年度
見込み

平成２４年度
予算額

平成２３年度
決算

指標名

成果指標の推移

一般財源

事務事業費

14,417 15,586

7 9

意図
（どのような
目的で事業
を行うか）

災害見舞金の支払いより災害を受けた者
又はその遺族を救済し、もって市民の福
祉に寄与する。

成果指標
（活動をした上

で，目標となる成
果をどのように設

定するか？）

申請に対する給付実績

経
費
及
び
指
標
の
推
移

財
源
内
訳

ソフト事業 建設・整備事業 施設管理 内部管理
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　３　事業の視点別評価　（Ｃｈｅｃｋ）

妥
　
当
　
性

効
　
率
　
性

事業費の削減余地
（上記選択の理由）
　　・人件費については、事務組合から当事業に伴う事務費並びに加入促進費として約１５０万円の歳入がある。

人件費の削減余地

対象・手段の妥当性
（上記選択の理由）
    ひとり年額５００円の掛金で充実の補償（見舞金）が受けられるものであり、民間の自動車保険等では対象とならない事故（自転車によ
る自損事故等）にも見舞金が支給される。また、一般的に高齢者の民間保険への加入は保険金等が高額であるとの理由で加入が容易で
はないため、高齢者等については、最も必要性はあると考えられる。　　（市の全人口に占める６５歳以上の割合　２７％）

市が関与すべき妥当性
（上記選択の理由）
　　・鹿児島県市町村総合事務組合を組織する市町村、一部事務組合及び広域連合で共同処理している事務であるため、安い会費で運
営ができている。
　　・民間でも可能であるが、会費の増額が考えられる。

有
　
効
　
性

成果の達成度
（上記選択の理由）
　　見舞金請求件数に対する給付実績は１００％である。

成果の向上余地
（上記選択の理由）
　　鹿児島県市町村交通災害共済条例並びに施行規則に基づく事務処理である。

　４　事業の改革・改善の方向性　（Ａｃｔｉｏｎ）

内部評価結果

（上記選択の理由）
    ・職員は他の事務等を兼務しており、当事業に係る事務量は全体からすると少ない。

妥当である 改善の余地はある 妥当でない

市で実施すべき 民間でも可能 民間で実施すべき

削減余地がある 削減余地はない

かなり高い やや高い 低い

かなりある ある程度ある ほとんどない

削減余地がある 削減余地はない

現状のまま継続

見直しの上で継続 縮小移管他の事業と統合拡大 手段の改善

休止 廃止

高い 低い

高い 低い

高い 低い

現状のまま継続

見直しの上で継続 縮小移管他の事業と統合拡大 手段の改善

休止 廃止

上記方向の理由
    一般の生命保険・自動車保険等では救済されない交通事故による災害にも対応し、市民なら誰でも加入できる共済であり、
交通事故により災害を受けた者又はその遺族への見舞金の支払いにより住民の福祉に寄与している。
　　給付状況についても、毎年１００件以上の実績となっている。

改革・改善の内容とそれを実施していくための手段・計画

外部評価結果

今後の改革の方向性

内
部
評
価

（
一
次

）

内部評価結果

外
部
評
価

（
二
次

）

今後の改革の方向性

効率性　　⇒

有効性　　⇒

妥当性　　⇒

外部評価結果のまとめ

事業の視点別評価

⇒今後の方向性

⇒今後の方向

現状のまま継続

見直しの上で継続 縮小移管他の事業と統合拡大 手段の改善

休止 廃止

高い 低い

高い 低い

高い 低い

現状のまま継続

見直しの上で継続 縮小移管他の事業と統合拡大 手段の改善

休止 廃止
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鹿児島県市町村総合事務組合概要（組合ホームページより） 
○事務局の位置 
  〒890-0064 鹿児島市鴨池新町７－４（鹿児島県市町村自治会館内） 
○事務組合の設立について 

鹿児島県市町村自治会館内に事務局を置く7つの一部事務組合は、これまで単独で運営

してきたが、今後の組合財政基盤の安定と運営の効率化を図るため、組織の一体化及び人

材の一体的活用、事務局体制を強化する必要を認め、平成 19 年 4 月 1 日に鹿児島県市町

村自治会館管理組合以下 7 つの一部事務組合を統合し、「鹿児島県市町村総合事務組合」

を設立した。 
  ※統合した７つの組合 
    旧一部事務組合名            設立年月日 
    鹿児島県市町村自治会館管理組合       昭和23年12月9日 
    鹿児島県市町村消防補償等組合        昭和27年 9月 6日 
    鹿児島県市町村退職手当組合         昭和36年 3月 1日 
       鹿児島県市町村非常勤職員公務災害補償等組合 昭和43年 4月 1日 
    鹿児島県市町村議会議員公務災害補償等組合  昭和43年 4月 1日 
        鹿児島県市町村交通災害共済組合       昭和44年10月1日 
    鹿児島県離島緊急医療対策組合        昭和49年 4月 １日 
○総合事務組合で共同処理する事務（規約抜粋） 

         

事業名 共同処理する事務内容

退職手当 1 常勤の職員の退職手当の支給に関する事務

2 消防組織法（昭和22年法律第226号）第24条第1項の規定による非常勤消防団

員に係る損害補償に関する事務

3 消防法（昭和23年法律第186号）第36条の3の規定による消防作業に従事した

者又は救急業務に協力した者に係る損害補償に関する事務

4 水防法（昭和24年法律第193号）第6条の2第1項の規定による非常勤の水防団

長又は水防団員に係る損害補償 に関する事務

5 水防法第45条の規定による水防に従事した者に係る損害補償に関する事務

6

災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第84条第1項（原子力災害対策特別

措置法（平成11年法律第156号)第28条第1項の規定により読み替えて適用され

る場合を含む。)の規定による応急措置の業務に従事した者に係る損害補償に

関する事務

7 消防組織法第25条の規定による非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関

する事務

8
地方公務員災害補償法（昭和42年法律第121号)第69条の規定による議会の議

員その他非常勤の職員に対する公務上の災害又は通勤による災害に対する補

償に関する事務

9
公立学校の学校医，学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関する法律

（昭和32年法律第143号）第2条の規定による市町村立の学校の非常勤の学校

医，学校歯科医及び学校薬剤師の公務上の災害に対する補償に関する事務

交通災害

共済
10 交通災害共済に関する事務

自治会館 11 鹿児島県市町村自治会館の管理運営に関する事務

12 救急患者発生に対応する医療従事者の確保に関する事務

13 前項の医療従事者に対する補償等に関する事務

消防団員

等の災害

補償及び

退職報償

金

非常勤職

員の災害

補償

緊急医療

対策
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（１） 鹿児島県市町村総合事務組合により共同処理している市町村（１０市２４町村）
（単位：円）

死亡

鹿屋市

指宿市

薩摩川内市

日置市

曽於市

いちき串木野市

志布志市

南九州市

伊佐市

姶良市

県下全ての町村

（２） 単独で処理している市町村（７市）
（単位：円）

死亡 対象日数 入院 通院 基本 限度額

阿久根市 365 1,000,000 5 1,000 800 なし 200,000

県内市町村交通災害共済の状況

掛金市町村名
災害見舞金

市町村名 掛金
災害見舞金

500 1,000,000

等級により支払い

等級 見舞金
１等級 1,000,000
２等級 180,000
３等級 135,000
４等級 115,000
５等級 95,000
６等級 75,000
７等級 55,000
８等級 35,000
９等級 25,000

災害の程度

死亡

治療実日数１８０日以上
治療実日数１５０日以上１８０日未満

治療実日数１２０日以上１５０日未満

治療実日数　９０日以上１２０日未満

治療実日数　６０日以上　９０日未満

治療実日数　３０日以上　６０日未満

治療実日数　１５日以上　３０日未満

治療実日数　　７日以上　１５日未満

出水市 365 1,000,000 7 1,000 800 10,000 160,000

西之表市 300 1,000,000 5 700 500 10,000 250日

垂水市 400 1,000,000 7 600 500 10,000 180日

霧島市 500 500,000 7

南さつま市 365 1,000,000 5 800 600 12,000 160,000

奄美市 400 1,000,000 7 1,100 800 15,000 213,000

※掛金の特別免除等

※霧島市の補償内容

（３） 実施していない市町村（２市）
鹿児島市
枕崎市

 ・小学１年生は特別会員で掛金免除（奄美市）

等級により支払い（下記）

 ・０歳から小１まで特別会員で掛金免除（西之表市）
 ・中学生以下２００円（垂水市）
 ・小中学生、７５歳以上特別会員で掛金免除（霧島市）

等級 見舞金
１等級 500,000
２等級 140,000
３等級 105,000
４等級 90,000
５等級 75,000
６等級 60,000
７等級 45,000
８等級 30,000
９等級 25,000

治療実日数　３０日以上　６０日未満

治療実日数　１５日以上　３０日未満

治療実日数　　７日以上　１５日未満

治療実日数１５０日以上１８０日未満

治療実日数１２０日以上１５０日未満

治療実日数　９０日以上１２０日未満

治療実日数　６０日以上　９０日未満

災害の程度

死亡

治療実日数１８０日以上
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（業務の頻度：年次・随時） 

 

（日単位） 

通 

 

常 

日 

 

作

業

内

容 

・納付書の再発行 

・見舞金請求受付 ⇒ 審査 ⇒ 事務組合へ送付 

・共済掛金収納事務（会計課） OCR 読込み 

・収納者消し込み作業(情報政策課) 

年 

間 

 
  年間を通して随時 

 

(月単位) 

通 

 

常 

旬 上旬 中旬 下旬 

 

作

業

内

容 

・共済掛金確認(前月分) 

・加入者リストの作成 

      (情報政策課) 

・共済掛金送付 

   (負担金伝票起表) 

 

・加入者リストと納入通知書

との突合 

・二重納入などの場合 

 還付事務  

年 

間 

 

 
（年単位） 

通 

 

常 

月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 

作

業

内

容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

共済期

間前死

亡者の

掛金還

付 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

納入通

知書・

パンフ

レット

部数連

絡 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

納入通

知書作

成依頼 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

納入通

知書・

パンフ

レット

納品 

 

 

 

 

 

 

 

個人別

納入通

知書出

力 

 

 

納入通

知書一

斉発送

 

 

パンフ

レット

発送 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年 

間 

 

 
 

業務内容詳細 
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平成２４年度 薩摩川内市交通災害共済 加入申込書 
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○視点別評価

　■　妥当性　　⇒

　■　効率性　　⇒

　■　有効性　　⇒

○評価区分

チェック

外部委員評価作業シート

視　点

区　分

・事業規模（予算）が適切である

・事業内容や実施方法が適切である

妥　当　性

効　率　性

有　効　性

現状のまま継続

・従事職員数は適切か

・費用対効果は適切か

・更なるコスト削減が図れないか

評　価　の　理　由

事業の視点別評価

・事業規模（予算）を拡大すべきである

・対象範囲を見直す必要がある
拡大

・コストに対し，十分な成果があがっているか

・事業継続により成果の向上が期待できるか

・目的に沿って期待通りの成果があるか

・整理・統合できる事業はないか

・他の実施主体を活用し，コスト削減が図れないか

委員名　　　　　　　　　

事　務　事　業　を　評　価　す　る　際　の　着　眼　点

・社会情勢の変化による目的や対象・手段について見直しの余地はないか

・すでに期待した目的を達成した事業ではないか

・民間で実施する方が，より成果や効率性が高まらないか

・国や県，他の課の事務事業と重複または類似していないか

・市民ニーズを反映しているか（ニーズが薄れていないか）

・事業実施の対象・手段は適切か

番号：５ 事務事業名：交通災害共済事業

高い 低い

高い 低い

高い 低い

統合

移管

・目的の達成手段として不適切である

・事業効果がない又は低い

・目的の達成状況，社会情勢の変化から，事業実施の必要性・緊急性
がない又は低い。

・市で実施する妥当性がない

休　　止

手段の改善
・業務処理の効率化を図るべきである

・民間で実施した方が効果的・効率的である

■評価■（今後の改革の方向性）

■付記する意見■

見直しの上で継続

廃　　止

今後の改革の方向性

・実施の必要性がない又は低い

・他の事業と重複している

　外部評価結果のまとめ（行政改革推進委員会の意見）

・他の事務事業と統合すべきである

・事業内容や実施手法を見直す必要がある

・対象範囲を見直す必要がある
縮小

・市民ニーズの再把握が必要である

・他の課・部署へ移管すべきである

・事業規模（予算）を縮小すべきである

⇒今後の方向性

現状のまま継続

見直しの上で継続

縮小他の事業と統合拡大 手段の改善

休止 廃止

移管
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